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平
成
２３
年
度
に
第
２
次
行
革
開
始

　
市
で
は
、
平
成
１８
年
３
月
に
行
財
政
改

革
大
綱
を
策
定
し
、
平
成
２２
年
度
ま
で
の

５
年
間
、
さ
ま
ざ
ま
な
改
革
に
取
り
組
ん

で
き
ま
し
た
。
大
綱
の
基
本
理
念
は「『
経

営
』
と
『
協
働
』
に
よ
る
市
政
改
革
」。

市
役
所
の
風
土
改
革
に
よ
る
職
員
の
意
識

改
革
を
特
別
重
点
項
目
と
し
て
、
五
つ
の

改
革
の
柱
を
定
め
て
進
め
ま
し
た
。

　
平
成
２３
年
度
か
ら
は
、
第
２
次
市
行
財

政
改
革
大
綱
（
以
下
、
第
２
次
大
綱
）
を

実
施
。
平
成
２７
年
ま
で
の
５
年
間
を
定
め

て
お
り
、
こ
と
し
３
月
で
前
期
の
２
年
間

が
終
了
し
ま
し
た
。

　
第
２
次
大
綱
で
は
、
人
口
減
少
社
会
や

地
域
主
権
の
時
代
に
対
応
し
、
自
立
と
自

己
決
定
で
、
将
来
に
わ
た
っ
て
安
定
的
に

行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
続
け
ら
れ
る
自

治
体
経
営
を
目
指
す
こ
と
を
目
的
と
し
て

い
ま
す
。
行
政
運
営
に
経
営
の
視
点
を
取

り
入
れ
、
市
民
団
体
や
地
域
の
ま
ち
づ
く

ら
効
率
的
に
経
営
し
て
い
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。
そ
の
た
め
に
は
、
市
の
そ
れ
ぞ
れ

の
事
業
の
目
的
を
し
っ
か
り
定
義
し
、
目

標
と
達
成
度
の
基
準
を
明
確
に
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。
ま
た
成
果
は
検
証
し
、
目

的
に
合
わ
な
く
な
っ
た
目
標
や
実
現
不
可

計
画
を
見
直
し
改
革
を
進
め
る

　
市
で
は
、
合
併
以
降
、
さ
ま
ざ
ま
な
行
財
政
改
革
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。
平

成
２３
年
度
か
ら
は
、
第
２
次
市
行
財
政
改
革
大
綱
を
定
め
着
手
。
平
成
２７
年
度
ま
で

の
５
年
間
の
期
間
を
定
め
て
行
っ
て
い
ま
す
。
こ
と
し
３
月
に
は
、
前
期
２
年
間
の

成
果
を
検
証
し
、
見
直
し
を
行
い
ま
し
た
。
４
月
か
ら
は
、
見
直
し
後
の
取
り
組
み

を
進
め
て
い
ま
す
。

　
こ
こ
で
は
、
前
期
２
年
間
の
行
財
政
改
革
の
成
果
や
数
値
目
標
の
変
更
な
ど
に
つ

い
て
報
告
し
ま
す
。

　
　

企
画
課
志
２
６
―
２
１
１
１
（
内
線
３
３
１
）

能
に
な
っ
た
目
標
を
明
ら
か
に
し
て
、
役

割
を
終
え
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
見
直
す
目

標
管
理
の
仕
組
み
が
必
要
で
す
。

　
財
政
面
で
の
歳
入
の
維
持
と
確
保
で

は
、
人
口
の
減
少
を
抑
制
す
る
こ
と
や
市

税
な
ど
の
滞
納
を
減
ら
す
こ
と
、
保
有
す

り
組
織
な
ど
い
ろ
い
ろ
な
主
体
と
協
働
し

て
、
市
民
ニ
ー
ズ
を
的
確
に
反
映
し
た
質

の
高
い
サ
ー
ビ
ス
が
提
供
で
き
る
よ
う
柔

軟
な
行
政
の
仕
組
み
を
作
る
こ
と
を
目
指

し
て
い
ま
す
。

　
改
革
の
基
本
理
念
は
、
第
１
次
と
同
じ

く
経
営
と
協
働
に
よ
る
市
政
改
革
で
す
。

そ
の
柱
は
「
地
域
主
権
時
代
を
担
う
人
材

育
成
と
組
織
改
革 

」「
持
続
可
能
な
財
政

構
造
の
確
立 

」「
市
民
の
視
点
に
立
っ
た

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上 

」「
市
民
と

の
情
報
共
有
に
よ
る
市
民
参
画
の
促
進
」

「
新
し
い
自
治
の
仕
組
み
の
確
立 

」
の
五

つ
で
す
。

達
成
度
の
基
準
を
明
確
に
設
定

●
経
営
（
永
続
的
に
自
立
で
き
る
経

営
シ
ス
テ
ム
の
構
築
）

　
本
市
の
歳
入
見
通
し
は
、
さ
ら
に
厳
し

く
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。
限

ら
れ
た
経
営
資
源
（
ヒ
ト
・
モ
ノ
・
カ

ネ
）
の
中
で
、
何
が
最
適
か
を
考
え
な
が

将
来
も
安
定
し
た
経
営
を
目
指
す

修
正
を
加
え
つ
つ
柱
ご
と
に
管
理

１

地
域
主
権
時
代
を
担
う

人
材
育
成
と
組
織
改
革

法
令
遵
守
で
信
頼
さ
れ
る
市
政
を

　
職
員
の
風
土
改
革
の
た
め
、以
前
は「
目

標
に
よ
る
経
営
」
を
重
点
に
し
て
い
ま
し

た
。
平
成
２３
年
に
発
覚
し
た
不
適
切
な
事

務
処
理
問
題
を
踏
ま
え
「
法
令
遵じ

ゅ
ん

守し
ゅ

の
推

進
」
を
最
重
要
課
題
と
し
、
基
本
に
立
ち

返
り
ま
し
た
。

　
市
職
員
一
人
一
人
が
全
体
の
奉
仕
者
で

あ
る
こ
と
を
自
覚
し
、
法
令
な
ど
を
遵
守

す
る
と
と
も
に
、
公
正
な
職
務
を
執
行
す

る
た
め
の
規
範
と
な
る
法
令
遵
守
の
推
進

等
に
関
す
る
条
例
の
制
定
や
法
令
遵
守
ハ

る
遊
休
資
産
の
貸
し
出
し
や
売
却
な
ど
の

有
効
活
用
、
広
告
収
入
の
確
保
な
ど
、
収

入
を
地
道
に
積
み
上
げ
て
い
く
こ
と
が
重

要
で
す
。

　
歳
出
の
抑
制
で
は
、
特
に
経
常
的
な
経

費
の
削
減
が
課
題
。
人
件
費
と
物
件
費
の

削
減
が
鍵
と
な
り
ま
す
。

●
協
働
（
多
様
な
主
体
と
連
携
し
て

市
民
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
）

　
市
が
行
っ
て
い
る
サ
ー
ビ
ス
は
、
ど
ん

な
主
体
が
、
何
を
使
っ
て
、
ど
の
よ
う
に

行
う
の
が
最
も
市
民
に
と
っ
て
最
適
で
、

■行財政改革行動計画での削減効果実績額

改革項目
平成１８～２２年度
実績

平成２３年度実績

市税などの収納率の向上 ８,５００万円 ３,４００万円
ふるさと納税の推進 １,２００万円 ３,４００万円
職員定数の適正化 ３４億５,３００万円 １億０,７００万円
各種審議会・委員会などの委員報酬の見直し １億８,４００万円 ３００万円
時間外勤務手当ての縮減 ５,２００万円 ―
地域集会施設の移譲と廃止 ― １００万円
商工関連施設の移譲と廃止 ― ２００万円
保育園の統合 ６００万円 ―
保育園への指定管理者制度導入 ３,１００万円 ―
庁舎経費の削減 ２００万円 ―
効率的で正確な事務処理の実施 ９億３,６００万円 ―
市債の繰り上げ償還の実施 １億４,４００万円 ―
補助金の適正化 ４億４,０００万円 ２,２００万円
料金収納率の向上 ３,４００万円 ―
介護老人保健施設の稼働率の向上 ４,６００万円 ―
下水道処理区域内の水洗化率の向上 １,８００万円 ４００万円
投票所の見直し ３００万円 ―
その他（第１次行革行動計画の項目） ９億９,０００万円

合計 ６４億３,６００万円 ２億０,７００万円
※実績額は、当該年度決算数値などと計画策定時の基準数値の比較により算
出しています（平成２４年度実績は集計中）

満
足
度
が
高
い
か
を
再
検
証
し
、
市
民
の

合
意
を
得
な
が
ら
あ
る
べ
き
姿
に
し
て
い

く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
行
政
と
は
異
な
る

特
性
を
持
つ
市
民
活
動
団
体
に
よ
る
市
民

サ
ー
ビ
ス
は
、
行
政
の
サ
ー
ビ
ス
と
両
立

し
、
連
携
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
市
民
の

自
治
意
識
と
自
治
能
力
の
向
上
が
期
待
で

き
ま
す
。
こ
の
「
協
働
」
の
考
え
方
に
よ

り
、
さ
ま
ざ
ま
な
主
体
が
そ
れ
ぞ
れ
の
立

場
で
、
可
能
な
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
担
う
こ

と
で
、本
市
に
ふ
さ
わ
し
い
サ
ー
ビ
ス
が
、

適
切
な
負
担
と
受
益
の
下
に
提
供
さ
れ
る

市
民
社
会
を
目
指
し
ま
す
。

ン
ド
ブ
ッ
ク
の
作
成
、
法
令
遵
守
に
関
す

る
職
員
研
修
会
等
の
具
体
的
な
取
り
組
み

を
行
い
、法
令
遵
守
の
推
進
を
図
り
ま
す
。

【
実
施
時
期
】

平
成
２３
年
度

条
例
の
制
定
、
職
員
ハ

ン
ド
ブ
ッ
ク
作
成

平
成
２４
年
度

職
員
研
修

平
成
２５
～
２７

年
度

職
員
の
研
修
と
意
識
調
査

●
そ
の
他
の
主
な
取
り
組
み

職
員
提
案
制
度
の
改
善
、
市
民
と
の

協
働
活
動
の
場
へ
の
職
員
参
加
奨

励
、
人
事
評
価
制
度
の
見
直
し
、
職

員
給
与
の
適
正
化
、
効
率
的
な
組
織

機
構
の
構
築

▲子どもたちの未来を考えた市の経営を実現（写真は大
井幼稚園５歳児）

問

行
財
政
改
革
の
今
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段
階
的
な
縮
減
に
対
応
で
き
る
よ
う
に
、

行
財
政
改
革
の
取
り
組
み
を
進
め
ま
す
。

　
財
政
の
目
標
は
、
当
初
予
算
規
模
を
平

成
２７
年
度
に
は
２
７
６
億
円
と
し
、
合
併

の
さ
ま
ざ
ま
な
財
政
措
置
が
な
く
な
る
平

成
３２
年
度
に
は
２
２
０
億
円
に
縮
減
し
て

い
く
こ
と
を
目
指
し
ま
す
。
ま
た
市
債
残

高
や
実
質
公
債
費
比
率
、
経
常
収
支
比
率

の
三
つ
の
財
政
指
標
の
目
標
数
値
を
示

し
、
達
成
す
る
よ
う
財
政
運
営
を
進
め
ま

す
。

（
新
し
い
取
り
組
み
）

●
フ
ァ
シ
リ
テ
ィ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
導

入
と
推
進

　
市
が
保
有
す
る
土
地
や
建
物
、
設
備
な

ど
の
公
共
資
産
に
つ
い
て
、
経
営
的
視
点

に
立
っ
た
中
長
期
的
な
維
持
管
理
計
画
を

策
定
し
、
効
率
的
な
施
設
運
営
を
推
進
し

ま
す
。

　
こ
れ
に
よ
り
、
類
似
施
設
の
整
理
統
合

や
施
設
の
維
持
管
理
費
用
の
削
減
と
財
政

負
担
の
平
均
化
を
図
り
ま
す
。

【
実
施
時
期
】

平
成
２５
年
度

フ
ァ
シ
リ
テ
ィ
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
推
進
方
針
の
策

定

平
成
２６
年
度

公
共
施
設
維
持
管
理
計

画
の
策
定

平
成
２７
年
度

計
画
の
推
進

●
そ
の
他
の
主
な
取
り
組
み

滞
納
処
分
の
強
化
、
広
告
収
入
の
確

保
、
職
員
定
数
の
適
正
化
、
時
間
外

５

４

３
勤
務
手
当
の
縮
減
、
保
育
園
の
統
合
、

福
祉
・
商
工
・
農
林
・
土
木
関
連
施

設
の
指
定
管
理
と
移
譲
、
体
育
関
連

施
設
の
指
定
管
理
と
廃
止
、
保
育
園

の
指
定
管
理
、
こ
ど
も
園
化
、
介
護

老
人
保
健
施
設
ひ
ま
わ
り
と
特
別
養

護
老
人
ホ
ー
ム
福
寿
苑
の
指
定
管

理
、
消
防
施
設
の
在
り
方
の
検
討
、

文
化
関
連
施
設
へ
の
指
定
管
理
、
学

校
給
食
セ
ン
タ
ー
の
調
理
と
運
搬
業

務
の
民
間
委
託
、
市
有
地
の
利
活
用

や
処
分市

民
の
視
点
に
立
っ
た

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上

来
庁
者
の
満
足
目
標
を
上
方
修
正

　
窓
口
サ
ー
ビ
ス
の
満
足
度
は
、
以
前
の

情
報
共
有
に
よ
る

市
民
参
画
の
促
進

見
や
す
い
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
更
新

　
市
政
の
情
報
提
供
で
は
、
今
ま
で
の
行

財
政
改
革
の
取
り
組
み
の
中
で
「
情
報
共

有
」
を
掲
げ
、
市
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
や
広
報

紙
の
充
実
、
事
業
原
案
か
ら
の
市
民
参
画

の
た
め
の
公
募
委
員
や
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ

ン
ト
（
意
見
公
募
）
の
実
施
な
ど
に
取
り

組
ん
で
き
ま
し
た
。
今
後
も
さ
ら
に
情
報

共
有
を
徹
底
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま

す
。

　
特
に
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
は
「
見
や
す
く
、

使
い
や

す
い
、

魅
力
あ

る
ウ
ェ

ブ
サ
イ

ト
」
を

基
本
理
念

に
構
築
し

て
、
昨
年

４
月
か
ら
全
面
的
に
改
良
し
、
情
報
を

発
信
し
て
い
ま
す
。

　
達
成
目
標
は
、
毎
年
度
の
市
民
意
識

調
査
で
「
広
報
に
よ
る
市
情
報
の
提
供

と
公
開
」
の
項
目
の
満
足
、
や
や
満
足

の
合
計
７０
㌫
以
上
で
す
が
、
現
在
は
２９
・

※ファシリティマネジメント＝企業や団体などが保有するか使用する全施設資産とそれらの利用環境を経営戦略的視
点から総合的に企画、管理、活用する経営活動

２

持
続
可
能
な

財
政
構
造
の
確
立

予
算
規
模
の
縮
減
幅
を
抑
制

　
平
成
３１
年
度
ま
で
の
予
算
規
模
は
、
合

併
特
例
債
の
活
用
期
限
が
５
年
間
延
長
さ

れ
た
こ
と
に
伴
い
、
投
資
額
を
増
や
す
こ

と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
た
め
、
縮
減

幅
を
抑
え
て
見
直
し
ま
し
た
。

　
今
後
は
経
常
経
費
の
縮
減
や
事
務
事
業

の
改
善
を
さ
ら
に
行
い
、
普
通
交
付
税
の
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【一般会計の予算規模】
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第２次市行財政改革行動計画

平成２３・２４年度の主な完了項目

●保育園の統合

　佐々良木保育園を野井保育園に統合し、平成２４

年４月から「みさと保育園」として開園しました。

●福祉関連施設の統合の検討

　恵南デイサービスセンター（山岡町）は、地域

に同様の施設があるため介護保険事業のサービス

は平成２７年度で終了する方針を決定しました。

●保育園への指定管理者制度の導入

　平成２４年４月から長島保育園の運営を指定管理

者制度（学校法人恵峰学園）へ移行しました。

た
。
平
成
２７
年
度
ま
で
に
は
、
市
民
提
案

型
と
行
政
提
案
型
の
協
働
事
業
で
、
新
た

な
取
り
組
み
を
１
年
に
１０
事
業
以
上
進
め

る
こ
と
を
目
指
し
ま
す
が
、
現
在
は
達
し

て
い
な
い
状
況
で
す
。

　
さ
ら
に
さ
ま
ざ
ま
な
主
体
が
そ
れ
ぞ
れ

の
立
場
で
、
可
能
な
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
担

う
協
働
事
業
の
取
り
組
み
を
進
め
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

●
そ
の
他
の
主
な
取
り
組
み

中
間
支
援
組
織
の
育
成
と
機
能
の
充

実
、
市
民
活
動
の
拠
点
整
備
、
地
域

の
ま
ち
づ
く
り
活
動
の
推
進
、
ま
ち

づ
く
り
学
習
の
開
催

４
㌫
で
ま
だ
低
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

●
そ
の
他
の
主
な
取
り
組
み

情
報
公
開
コ
ー
ナ
ー
の
充
実
、
各
種

審
議
会
・
委
員
会
な
ど
の
審
議
情
報

の
公
開
、
行
政
放
送
番
組
の
充
実

新
し
い
自
治
の
仕
組
み
の

確
立

目
標
は
毎
年
１０
の
協
働
事
業

　
昨
年
度
は
防
災
教
育
、
正
家
廃
寺
保
存

な
ど
３
件
の
市
民
提
案
型
事
業
と
婚
活
イ

ベ
ン
ト
・
え
な
１
０
０
検
定
の
２
件
の
行

政
提
案
型
事
業
が
新
た
に
実
施
さ
れ
ま
し

指
標
で
は
「
満
足
・
や
や
満
足
で
７０
㌫
以

上
」
で
し
た
が
、
平
成
２３
年
度
と
平
成
２４

度
は
共
に
９１
・
６
㌫
と
大
幅
に
上
回
る
結

果
と
な
り
ま
し
た
。
し
か
し
「
満
足
」
だ

け
で
捉
え
た
場
合
は
、６９
・
８
㌫
に
留
ま
っ

て
い
る
た
め
、
今
回
、「
満
足
」
に
限
定

し
て
８０
㌫
以
上
の
評
価
が
得
ら
れ
る
よ
う

に
指
標
を
上
方
修
正
し
ま
し
た
。

　
今
後
は
、
市
職
員
の
意
識
改
革
や
職
員

研
修
、
接
遇
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
ー
育
成
、

窓
口
サ
ー
ビ
ス
の
点
検
な
ど
の
総
合
的
な

取
り
組
み
で
、
市
役
所
に
来
ら
れ
る
全
て

の
市
民
の
満
足
度
を
向
上
さ
せ
ま
す
。

●
そ
の
他
の
主
な
取
り
組
み

市
民
意
識
調
査
の
毎
年
実
施
、
証
明

窓
口
の
集
約
化
、
庁
舎
環
境
の
改
善
、

小
中
学
校
の
適
正
配
置
の
検
討
、
権

限
委
譲
事
務
の
受
け
入
れ

▲

新
し
い
市
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

※上記の数字は平成２４年度改定の長期財政計画に準じたものです
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【一般会計の市債残高】
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▼窓口サービスの満足度をさらに高めます

　第２次市行財政改革行動計画のうち、平成２３・２４

年度で一部完了した項目を紹介します。

行財政改革の今

※


